
議案第１１号

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年２月９日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のように改

正する。

別表第１の２３の項から５７の項までを次のように改める。

２３ 食 飲食店 飲食店（移動飲食店又は臨時飲食店を除く。）営業 １件につき １８，３００円 許可
品衛生 営業許 申請
法（昭 可申請 移動飲食店営業又は臨時飲食店営業 １件につき ５，６００円 のと
和２２ 手数料 き。
年法律
第２３
３号）
第５５
条第１
項及び
食品衛
生法施
行 令
（昭和
２８年
政令第
２２９ 飲食店 飲食店（移動飲食店又は臨時飲食店を除く。）営業 １件につき ８，９００円 許可
号）第 営業許 更新
３５条 可更新 移動飲食店営業又は臨時飲食店営業 １件につき ２，７００円 申請
の規定 申請手 のと
に基づ 数料 き。
く飲食
店営業
の許可
の申請
に対す
る審査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

２４ 食 調理の １件につき ７，２００円 許可
品衛生 機能を 申請
法第５ 有する のと
５条第 自動販 き。
１項及 売機に
び食品 より食
衛生法 品を調
施行令 理し、
第３５ 調理さ
条の規 れた食
定に基 品を販
づく調 売する
理の機 営業許
能を有 可申請
する自 手数料
動販売
機によ
り食品 調理の １件につき ５，１００円 許可
を調理 機能を 更新
し、調 有する 申請
理され 自動販 のと
た食品 売機に き。



を販売 より食
する営 品を調
業の許 理し、
可の申 調理さ
請に対 れた食
する審 品を販
査（卸 売する
売市場 営業許
外営業 可更新
に 限 申請手
る。） 数料

２５ 食 食肉販 １件につき １１，５００円 許可
品衛生 売業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく食 食肉販 １件につき ５，７００円 許可
肉販売 売業許 更新
業の許 可更新 申請
可の申 申請手 のと
請に対 数料 き。
する審
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

２６ 食 魚介類 １件につき １１，５００円 許可
品衛生 販売業 申請
法第５ 許可申 のと
５条第 請手数 き。
１項及 料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく魚 魚介類 １件につき ５，７００円 許可
介類販 販売業 更新
売業の 許可更 申請
許可の 新申請 のと
申請に 手数料 き。
対する
審 査
（卸売
市場外
営業に
限

る。）

２７ 食 魚介類 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 競り売 申請
法第５ り営業 のと
５条第 許可申 き。
１項及 請手数
び食品 料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく魚
介類競 魚介類 １件につき １２，６００円 許可
り売り 競り売 更新
営業の り営業 申請
許可の 許可更 のと
申請に 新申請 き。
対する 手数料
審 査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

２８ 食 集乳業 １件につき １１，５００円 許可
品衛生 許可申 申請



法第５ 請手数 のと
５条第 料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく集
乳業の 集乳業 １件につき ５，７００円 許可
許可の 許可更 更新
申請に 新申請 申請
対する 手数料 のと
審 査 き。
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

２９ 食 乳処理 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 業許可 申請
法第５ 申請手 のと
５条第 数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく乳 乳処理 １件につき １２，６００円 許可
処理業 業許可 更新
の許可 更新申 申請
の申請 請手数 のと
に対す 料 き。
る審査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

３０ 食 特別牛 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 乳搾取 申請
法第５ 処理業 のと
５条第 許可申 き。
１項及 請手数
び食品 料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく特
別牛乳 特別牛 １件につき １２，６００円 許可
搾取処 乳搾取 更新
理業の 処理業 申請
許可の 許可更 のと
申請に 新申請 き。
対する 手数料
審 査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

３１ 食 食肉処 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 理業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく食 食肉処 １件につき １２，６００円 許可
肉処理 理業許 更新
業の許 可更新 申請
可の申 申請手 のと
請に対 数料 き。
する審



査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

３２ 食 食品の １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 放射線 申請
法第５ 照射業 のと
５条第 許可申 き。
１項及 請手数
び食品 料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく食
品の放
射線照 食品の １件につき １２，６００円 許可
射業の 放射線 更新
許可の 照射業 申請
申請に 許可更 のと
対する 新申請 き。
審 査 手数料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

３３ 食 菓子製 １件につき １６，８００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基 菓子製 １件につき ８，４００円 許可
づく菓 造業許 更新
子製造 可更新 申請
業の許 申請手 のと
可の申 数料 き。
請に対
する審
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

３４ 食 アイス １件につき １６，８００円 許可
品衛生 クリー 申請
法第５ ム類製 のと
５条第 造業許 き。
１項及 可申請
び食品 手数料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づくア
イスク アイス １件につき ８，４００円 許可
リーム クリー 更新
類製造 ム類製 申請
業の許 造業許 のと
可の申 可更新 き。
請に対 申請手
する審 数料
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

３５ 食 乳製品 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 製造業 申請
法第５ 許可申 のと
５条第 請手数 き。
１項及 料
び食品
衛生法



施行令
第３５
条の規
定に基
づく乳
製品製 乳製品 １件につき １２，６００円 許可
造業の 製造業 更新
許可の 許可更 申請
申請に 新申請 のと
対する 手数料 き。
審 査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

３６ 食 清涼飲 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 料水製 申請
法第５ 造業許 のと
５条第 可申請 き。
１項及 手数料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく清
涼飲料 清涼飲 １件につき １２，６００円 許可
水製造 料水製 更新
業の許 造業許 申請
可の申 可更新 のと
請に対 申請手 き。
する審 数料
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

３７ 食 食肉製 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 品製造 申請
法第５ 業許可 のと
５条第 申請手 き。
１項及 数料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく食
肉製品 食肉製 １件につき １２，６００円 許可
製造業 品製造 更新
の許可 業許可 申請
の申請 更新申 のと
に対す 請手数 き。
る審査 料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

３８ 食 水産製 １件につき １９，２００円 許可
品衛生 品製造 申請
法第５ 業許可 のと
５条第 申請手 き。
１項及 数料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく水
産製品 水産製 １件につき ９，６００円 許可
製造業 品製造 更新
の許可 業許可 申請
の申請 更新申 のと
に対す 請手数 き。
る審査 料
（卸売
市場外
営業に



限
る。）

３９ 食 氷雪製 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく氷
雪製造 氷雪製 １件につき １２，６００円 許可
業の許 造業許 更新
可の申 可更新 申請
請に対 申請手 のと
する審 数料 き。
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４０ 食 液卵製 １件につき １３，２００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく液
卵製造 液卵製 １件につき ７，８００円 許可
業の許 造業許 更新
可の申 可更新 申請
請に対 申請手 のと
する審 数料 き。
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４１ 食 食用油 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 脂製造 申請
法第５ 業許可 のと
５条第 申請手 き。
１項及 数料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく食
用油脂 食用油 １件につき １２，６００円 許可
製造業 脂製造 更新
の許可 業許可 申請
の申請 更新申 のと
に対す 請手数 き。
る審査 料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

４２ 食 みそ又 １件につき １９，２００円 許可
品衛生 はしょ 申請
法第５ うゆ製 のと
５条第 造業許 き。
１項及 可申請
び食品 手数料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づくみ
そ又は みそ又 １件につき ９，６００円 許可



しょう はしょ 更新
ゆ製造 うゆ製 申請
業の許 造業許 のと
可の申 可更新 き。
請に対 申請手
する審 数料
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４３ 食 酒類製 １件につき １９，２００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく酒
類製造 酒類製 １件につき ９，６００円 許可
業の許 造業許 更新
可の申 可更新 申請
請に対 申請手 のと
する審 数料 き。
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４４ 食 豆腐製 １件につき １６，８００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく豆
腐製造 豆腐製 １件につき ８，４００円 許可
業の許 造業許 更新
可の申 可更新 申請
請に対 申請手 のと
する審 数料 き。
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４５ 食 納豆製 １件につき １６，８００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく納
豆製造 納豆製 １件につき ８，４００円 許可
業の許 造業許 更新
可の申 可更新 申請
請に対 申請手 のと
する審 数料 き。
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４６ 食 麺類製 １件につき １６，８００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及



び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく麺
類製造 麺類製 １件につき ８，４００円 許可
業の許 造業許 更新
可の申 可更新 申請
請に対 申請手 のと
する審 数料 き。
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

４７ 食 そうざ １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 い製造 申請
法第５ 業許可 のと
５条第 申請手 き。
１項及 数料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づくそ
うざい そうざ １件につき １２，６００円 許可
製造業 い製造 更新
の許可 業許可 申請
の申請 更新申 のと
に対す 請手数 き。
る審査 料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

４８ 食 複合型 １件につき ３５，２００円 許可
品衛生 そうざ 申請
法第５ い製造 のと
５条第 業許可 き。
１項及 申請手
び食品 数料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく複
合型そ 複合型 １件につき ２３，３００円 許可
うざい そうざ 更新
製造業 い製造 申請
の許可 業許可 のと
の申請 更新申 き。
に対す 請手数
る審査 料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

４９ 食 冷凍食 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 品製造 申請
法第５ 業許可 のと
５条第 申請手 き。
１項及 数料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく冷
凍食品 冷凍食 １件につき １２，６００円 許可
製造業 品製造 更新
の許可 業許可 申請
の申請 更新申 のと
に対す 請手数 き。
る審査 料
（卸売



市場外
営業に
限
る。）

５０ 食 複合型 １件につき ３５，２００円 許可
品衛生 冷凍食 申請
法第５ 品製造 のと
５条第 業許可 き。
１項及 申請手
び食品 数料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく複
合型冷 複合型 １件につき ２３，３００円 許可
凍食品 冷凍食 更新
製造業 品製造 申請
の許可 業許可 のと
の申請 更新申 き。
に対す 請手数
る審査 料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

５１ 食 漬物製 １件につき １３，２００円 許可
品衛生 造業許 申請
法第５ 可申請 のと
５条第 手数料 き。
１項及
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく漬 漬物製 １件につき ７，８００円 許可
物製造 造業許 更新
業の許 可更新 申請
可の申 申請手 のと
請に対 数料 き。
する審
査（卸
売市場
外営業
に 限
る。）

５２ 食 密封包 １件につき １９，２００円 許可
品衛生 装食品 申請
法第５ 製造業 のと
５条第 許可申 き。
１項及 請手数
び食品 料
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく密
封包装 密封包 １件につき ９，６００円 許可
食品製 装食品 更新
造業の 製造業 申請
許可の 許可更 のと
申請に 新申請 き。
対する 手数料
審 査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

５３ 食 食品の １件につき ２１，６００円 許可
品衛生 小分け 申請
法第５ 業許可 のと
５条第 申請手 き。
１項及 数料
び食品
衛生法
施行令



第３５
条の規
定に基
づく食
品の小 食品の １件につき １４，０００円 許可
分け業 小分け 更新
の許可 業許可 申請
の申請 更新申 のと
に対す 請手数 き。
る審査 料
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

５４ 食 添加物 １件につき ２５，２００円 許可
品衛生 製造業 申請
法第５ 許可申 のと
５条第 請手数 き。
１項及 料
び食品
衛生法
施行令
第３５
条の規
定に基
づく添
加物製 添加物 １件につき １２，６００円 許可
造業の 製造業 更新
許可の 許可更 申請
申請に 新申請 のと
対する 手数料 き。
審 査
（卸売
市場外
営業に
限
る。）

５５から
５７まで
削除

別表第１中５７の２の項から５８の項までを削り、５８の２の項を５８の項とし、

同表の６４の項中「第１条の５」を「第２条の３」に改め、同表の６５の項中「第

１条の６」を「第２条の４」に改め、同表の６５の３の項中「第３項」を「第４

項」に改め、同表の６５の６の項中「第１３項」を「第１５項」に改め、同表の６

５の７の項中「第４項」を「第６項」に改め、同表の１２３の６の項及び１２３の

７の項を次のように改める。

１２３の 低炭素 次のア及びイに掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する 認定
６ 都市 建築物 法律第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物について、９２の２ 申請
の低炭 新築等 の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算 のと
素化の 計画認 基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ご き。
促進に 定申請 とに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が
関する 手数料 含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数
法 律 料を加えた額）の手数料を加えた額）
（平成
２４年 ア 都市 一戸建ての住宅 １件につき ４，７００円
法律第 の低炭
８ ４ 素化の 共同住宅等 一の 申請戸数が１のもの １件につき ４，７００円
号）第 促進に （共同住 の住
５３条 関する 宅、長屋そ 戸ご 同時に申請する戸数が １件につき ９，４００円
第１項 法律第 の他の一戸 との ２以上５以下のもの
の規定 ５４条 建ての住宅 申請
に基づ 第１項 以外の住宅 の場 同時に申請する戸数が １件につき １６，０００円
く低炭 各号に をいう。以 合 ６以上１０以下のもの
素建築 掲げる 下同じ。）
物新築 基準に 同時に申請する戸数が １件につき ２７，０００円
等計画 適合す １１以上２５以下のも
の認定 ると区 の
の申請 長が定



に対す める機 同時に申請する戸数が １件につき ４５，０００円
る審査 関（以 ２６以上５０以下のも

下「適 の
合性確
認 機 同時に申請する戸数が １件につき ８２，０００円
関」と ５１以上１００以下の
い もの

う。）
が認め 同時に申請する戸数が １件につき １３１，０００円
た場合 １０１以上２００以下

のもの

同時に申請する戸数が １件につき １７０，０００円
２０１以上３００以下
のもの

同時に申請する戸数が １件につき １８５，０００円
３０１以上のもの

一の 住戸 １棟の総戸数 １部分につき ４，７００円
建築 の部 が１のもの
物の 分
申請 １棟の総戸数 １部分につき ９，４００円
の場 が２以上５以
合 下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １６，０００円
が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ２７，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ４５，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ８２，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき １３１，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １７０，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １８５，０００円
が３０１以上
のもの

共用 当該部分の床 １部分につき ９，３００円
廊下 面積の合計が
等の ３００平方メ
部分 ートル以内の
（住 もの
宅の
用途 当該部分の床 １部分につき １６，０００円
に供 面積の合計が
する ３００平方メ
共用 ートルを超え
廊 １，０００平
下、 方メートル以
共用 内のもの
階段
その 当該部分の床 １部分につき ２６，０００円
他の 面積の合計が
共用 １，０００平
部分 方メートルを
をい 超え２，００
う。 ０平方メート
以下 ル以内のもの
同
じ。 当該部分の床 １部分につき ８０，０００円
） 面積の合計が

２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの



当該部分の床 １部分につき １２６，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住 当該部分の床 １部分につき ９，３００円
宅の 面積の合計が
部分 ３００平方メ
（住 ートル以内の
戸の もの
部分
（人 当該部分の床 １部分につき １６，０００円
の居 面積の合計が
住の ３００平方メ
用の ートルを超え
用途 １，０００平
に供 方メートル以
する 内のもの
部分
に限 当該部分の床 １部分につき ２６，０００円
る。 面積の合計が
）及 １，０００平
び共 方メートルを
用廊 超え２，００
下等 ０平方メート
の部 ル以内のもの
分以
外の 当該部分の床 １部分につき ８０，０００円
部分 面積の合計が
をい ２，０００平
う。 方メートルを
以下 超え５，００
同 ０平方メート
じ。 ル以内のもの
）

当該部分の床 １部分につき １２６，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建築物 建築物の延べ面積が３ １件につき ９，３００円
００平方メートル以内
のもの

建築物の延べ面積が３ １件につき １６，０００円
００平方メートルを超
え１，０００平方メー
トル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ２６，０００円
１，０００平方メート
ルを超え２，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ８０，０００円
２，０００平方メート
ルを超え５，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき １２６，０００円
５，０００平方メート
ルを超え１万平方メー
トル以内のもの

イ その 一戸建ての住宅 １件につき ３５，０００円
他の場
合 共同住宅等 一の住戸ご 申請戸数が１ １件につき ３５，０００円

との申請の のもの
場合

同時に申請す １件につき ６９，０００円
る戸数が２以
上５以下のも
の

同時に申請す １件につき ９７，０００円
る戸数が６以
上１０以下の
もの



同時に申請す １件につき １３７，０００円
る戸数が１１
以上２５以下
のもの

同時に申請す １件につき １９７，０００円
る戸数が２６
以上５０以下
のもの

同時に申請す １件につき ２８３，０００円
る戸数が５１
以上１００以
下のもの

同時に申請す １件につき ３８５，０００円
る戸数が１０
１以上２００
以下のもの

同時に申請す １件につき ５０８，０００円
る戸数が２０
１以上３００
以下のもの

同時に申請す １件につき ６００，０００円
る戸数が３０
１以上のもの

一の 住戸 １棟の総戸数 １部分につき ３５，０００円
建築 の部 が１のもの
物の 分
申請 １棟の総戸数 １部分につき ６９，０００円
の場 が２以上５以
合 下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ９７，０００円
が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １３７，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １９７，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ２８３，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ３８５，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ５０８，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ６００，０００円
が３０１以上
のもの

共用 当該部分の床 １部分につき １０９，０００円
廊下 面積の合計が
等の ３００平方メ
部分 ートル以内の

もの

当該部分の床 １部分につき １３８，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １８０，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを



超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ２８０，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ３５９，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住 当該部分の床 １部分につき ２４２，０００円
宅の 面積の合計が
部分 ３００平方メ

ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき ３００，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき ３８４，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ５４６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ６７０，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建 建築物の延べ面積が３００平 １件につき ２４２，０００円
築物 方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が３００平 １件につき ３００，０００円
方メートルを超え１，０００
平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が１，００ １件につき ３８４，０００円
０平方メートルを超え２，０
００平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が２，００ １件につき ５４６，０００円
０平方メートルを超え５，０
００平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が５，００ １件につき ６７０，０００円
０平方メートルを超え１万平
方メートル以内のもの

１２３の 低炭素 次のア及びイに掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する 変更
７ 都市 建築物 法律第５５条第２項において準用する同法第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合におい 認定
の低炭 新築等 ては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げ 申請
素化の 計画変 る額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定 のと
促進に 更認定 構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７ き。
関する 申請手 条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の
法律第 数料 項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
５５条



第１項 ア 都市 一戸建ての住宅 １件につき ３，３００円
の規定 の低炭
に基づ 素化の 共同住宅等 一の 申請戸数が１のもの １件につき ３，３００円
く低炭 促進に の住
素建築 関する 戸ご 同時に申請する戸数が １件につき ６，６００円
物新築 法律第 との ２以上５以下のもの
等計画 ５４条 申請
の変更 第１項 の場 同時に申請する戸数が １件につき １１，０００円
の認定 各号に 合 ６以上１０以下のもの
の申請 掲げる
に対す 基準に 同時に申請する戸数が １件につき １９，０００円
る審査 適合す １１以上２５以下のも

ると適 の
合性確
認機関 同時に申請する戸数が １件につき ３２，０００円
が認め ２６以上５０以下のも
た場合 の

同時に申請する戸数が １件につき ５８，０００円
５１以上１００以下の
もの

同時に申請する戸数が １件につき ９３，０００円
１０１以上２００以下
のもの

同時に申請する戸数が １件につき １２２，０００円
２０１以上３００以下
のもの

同時に申請する戸数が １件につき １３４，０００円
３０１以上のもの

一の 住戸 １棟の総戸数 １部分につき ３，３００円
建築 の部 が１のもの
物の 分
申請 １棟の総戸数 １部分につき ６，６００円
の場 が２以上５以
合 下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １１，０００円
が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １９，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ３２，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ５８，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ９３，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １２２，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １３４，０００円
が３０１以上
のもの

共用 当該部分の床 １部分につき ６，５００円
廊下 面積の合計が
等の ３００平方メ
部分 ートル以内の

もの

当該部分の床 １部分につき １１，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １８，０００円



面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ５６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ８８，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住 当該部分の床 １部分につき ６，５００円
宅の 面積の合計が
部分 ３００平方メ

ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき １１，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １８，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ５６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ８８，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建築物 建築物の延べ面積が３ １件につき ６，５００円
００平方メートル以内
のもの

建築物の延べ面積が３ １件につき １１，０００円
００平方メートルを超
え１，０００平方メー
トル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき １８，０００円
１，０００平方メート
ルを超え２，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ５６，０００円
２，０００平方メート
ルを超え５，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ８８，０００円
５，０００平方メート
ルを超え１万平方メー
トル以内のもの

イ その 一戸建ての住宅 １件につき １８，０００円



他の場
合 共同住宅等 一の住戸ご 申請戸数が１ １件につき １８，０００円

との申請の のもの
場合

同時に申請す １件につき ３７，０００円
る戸数が２以
上５以下のも
の

同時に申請す １件につき ５２，０００円
る戸数が６以
上１０以下の
もの

同時に申請す １件につき ７４，０００円
る戸数が１１
以上２５以下
のもの

同時に申請す １件につき １０８，０００円
る戸数が２６
以上５０以下
のもの

同時に申請す １件につき １５９，０００円
る戸数が５１
以上１００以
下のもの

同時に申請す １件につき ２２１，０００円
る戸数が１０
１以上２００
以下のもの

同時に申請す １件につき ２９１，０００円
る戸数が２０
１以上３００
以下のもの

同時に申請す １件につき ３４２，０００円
る戸数が３０
１以上のもの

一の 住戸 １棟の総戸数 １部分につき １８，０００円
建築 の部 が１のもの
物の 分
申請 １棟の総戸数 １部分につき ３７，０００円
の場 が２以上５以
合 下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ５２，０００円
が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ７４，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １０８，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １５９，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ２２１，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ２９１，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ３４２，０００円
が３０１以上
のもの

共用 当該部分の床 １部分につき ５７，０００円
廊下 面積の合計が
等の ３００平方メ
部分 ートル以内の

もの



当該部分の床 １部分につき ７２，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき ９６，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき １５６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ２０５，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住 当該部分の床 １部分につき １２３，０００円
宅の 面積の合計が
部分 ３００平方メ

ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき １５４，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １９８，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ２９０，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ３６１，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建 建築物の延べ面積が３００平 １件につき １２３，０００円
築物 方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が３００平 １件につき １５４，０００円
方メートルを超え１，０００
平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が１，００ １件につき １９８，０００円
０平方メートルを超え２，０
００平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が２，００ １件につき ２９０，０００円
０平方メートルを超え５，０
００平方メートル以内のもの



建築物の延べ面積が５，００ １件につき ３６１，０００円
０平方メートルを超え１万平
方メートル以内のもの

別表第１の１２３の８の２の項から１２３の１１の項までを次のように改める。

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 提出
８の２ エネル 又は
建築物 ギー消 ア 非住 当該部分の床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平 １６，７００円 通知
のエネ 費性能 宅部分 方メートル未満のもの のと
ルギー 適合性 （建築 き。
消費性 判定審 物のエ
能の向 査手数 ネルギ
上に関 料 ー消費
する法 性能の
律（平 向上に
成２７ 関する
年法律 法律第
第５３ １１条
号）第 第１項
１２条 に規定 当該部分の床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，００ ２７，１００円
第１項 する非 ０平方メートル未満のもの
及び第 住宅部
１３条 分をい
第２項 う。以
の規定 下 同
に基づ じ。）
く建築 の用途
物エネ が工場
ルギー 等（工
消費性 場、危
能適合 険物の
性判定 貯蔵若 当該部分の床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，００ ８０，４００円
に係る しくは ０平方メートル未満のもの
審査 処理に

供する
もの、
水産物
の増殖
場若し
くは養
殖場、
倉庫、
卸売市
場、火 当該部分の床面積の合計が５，０００平方メートル以上１万平方 １２８，０００円
葬場若 メートル未満のもの
しくは
と 畜
場、汚
物処理
場又は
ごみ焼
却場そ
の他の
処理施
設をい
う。１ 当該部分の床面積の合計が１万平方メートルのもの １６１，０００円
２３の
８の３
の項及
び１２
３の８
の４の
項にお
いて同
じ。）
のみの
もの

イ ア以 モデル建物法に 当該部分の床面積の合計が３００平方メー １１０，７００円
外の非 よる場合（建築 トル以上１，０００平方メートル未満のも
住宅部 物エネルギー消 の
分 費性能基準等を

定める省令（平 当該部分の床面積の合計が１，０００平方 １４５，７００円
成２８年経済産 メートル以上２，０００平方メートル未満
業省令・国土交 のもの
通省令第１号）
第１条第１項第 当該部分の床面積の合計が２，０００平方 ２３５，７００円
１号ロに定める メートル以上５，０００平方メートル未満
基準による場合 のもの
をいう。１２３
の８の３の項、 当該部分の床面積の合計が５，０００平方 ３０９，０００円
１２３の８の４ メートル以上１万平方メートル未満のもの



の項及び１２３
の１１の項にお 当該部分の床面積の合計が１万平方メート ３７１，０００円
いて同じ。） ルのもの

標準入力法等に 当該部分の床面積の合計が３００平方メー ２８４，４００円
よる場合（建築 トル以上１，０００平方メートル未満のも
物エネルギー消 の
費性能基準等を
定める省令第１ 当該部分の床面積の合計が１，０００平方 ３６７，１００円
条第１項第１号 メートル以上２，０００平方メートル未満
イに定める基準 のもの
による場合をい
う。１２３の８ 当該部分の床面積の合計が２，０００平方 ５２３，７００円
の３の項、１２ メートル以上５，０００平方メートル未満
３の８の４の項 のもの
及び１２３の１
１の項において 当該部分の床面積の合計が５，０００平方 ６４６，０００円
同じ。） メートル以上１万平方メートル未満のもの

当該部分の床面積の合計が１万平方メート ７６３，０００円
ルのもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 提出
８の３ エネル 又は
建築物 ギー消 ア 非住 当該部分の床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平 １１，８００円 通知
のエネ 費性能 宅部分 方メートル未満のもの のと
ルギー 適合性 の用途 き。
消費性 判定変 が工場 当該部分の床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，００ １９，１００円
能の向 更審査 等のみ ０平方メートル未満のもの
上に関 手数料 のもの
する法 当該部分の床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，００ ５６，４００円
律第１ ０平方メートル未満のもの
２条第
２項及 当該部分の床面積の合計が５，０００平方メートル以上１万平方 ９０，０００円
び第１ メートル未満のもの
３条第
３項の 当該部分の床面積の合計が１万平方メートルのもの １１３，０００円
規定に
基づく イ ア以 モデル建物法に 当該部分の床面積の合計が３００平方メー ７７，６００円
変更後 外の非 よる場合 トル以上１，０００平方メートル未満のも
の建築 住宅部 の
物エネ 分
ルギー 当該部分の床面積の合計が１，０００平方 １０２，１００円
消費性 メートル以上２，０００平方メートル未満
能確保 のもの
計画の
建築物 当該部分の床面積の合計が２，０００平方 １６５，１００円
エネル メートル以上５，０００平方メートル未満
ギー消 のもの
費性能
適合性 当該部分の床面積の合計が５，０００平方 ２１６，０００円
判定に メートル以上１万平方メートル未満のもの
係る審
査 当該部分の床面積の合計が１万平方メート ２６０，０００円

ルのもの

標準入力法等に 当該部分の床面積の合計が３００平方メー １９９，２００円
よる場合 トル以上１，０００平方メートル未満のも

の

当該部分の床面積の合計が１，０００平方 ２５７，１００円
メートル以上２，０００平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の合計が２，０００平方 ３６６，７００円
メートル以上５，０００平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の合計が５，０００平方 ４５３，０００円
メートル以上１万平方メートル未満のもの

当該部分の床面積の合計が１万平方メート ５３５，０００円
ルのもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 証明
８の４ エネル 申請
建築物 ギー消 ア 非住 当該部分の床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平 １１，８００円 のと
のエネ 費性能 宅部分 方メートル未満のもの き。
ルギー 確保計 の用途
消費性 画の軽 が工場 当該部分の床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，００ １９，１００円
能の向 微変更 等のみ ０平方メートル未満のもの
上に関 証明申 のもの
する法 請手数 当該部分の床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，００ ５６，４００円
律第１ 料 ０平方メートル未満のもの
２条第
２項及 当該部分の床面積の合計が５，０００平方メートル以上１万平方 ９０，０００円



び第１ メートル未満のもの
３条第
３項並 当該部分の床面積の合計が１万平方メートルのもの １１３，０００円
びに建
築物の イ ア以 モデル建物法に 当該部分の床面積の合計が３００平方メー ７７，６００円
エネル 外の非 よる場合 トル以上１，０００平方メートル未満のも
ギー消 住宅部 の
費性能 分
の向上 当該部分の床面積の合計が１，０００平方 １０２，１００円
に関す メートル以上２，０００平方メートル未満
る法律 のもの
施行規
則（平 当該部分の床面積の合計が２，０００平方 １６５，１００円
成２８ メートル以上５，０００平方メートル未満
年国土 のもの
交通省
令第５ 当該部分の床面積の合計が５，０００平方 ２１６，０００円
号）第 メートル以上１万平方メートル未満のもの
１１条
の規定 当該部分の床面積の合計が１万平方メート ２６０，０００円
に基づ ルのもの
く建築
物エネ 標準入力法等に 当該部分の床面積の合計が３００平方メー １９９，２００円
ルギー よる場合 トル以上１，０００平方メートル未満のも
消費性 の
能確保
計画の 当該部分の床面積の合計が１，０００平方 ２５７，１００円
変更が メートル以上２，０００平方メートル未満
軽微な のもの
変更に
該当し 当該部分の床面積の合計が２，０００平方 ３６６，７００円
ている メートル以上５，０００平方メートル未満
ことの のもの
証明の
申請に 当該部分の床面積の合計が５，０００平方 ４５３，０００円
対する メートル以上１万平方メートル未満のもの
審査

当該部分の床面積の合計が１万平方メート ５３５，０００円
ルのもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 認定
９ 建築 エネル 消費性能の向上に関する法律第３５条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建 申請
物のエ ギー消 築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請に のと
ネルギ 費性能 係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準 き。
ー消費 向上計 等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の４に規定
性能の 画認定 する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の
向上に 申請手 ８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
関する 数料
法律第 ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ５，１００円
３５条 に併せ
第１項 て建築 (２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ９，７００円
の規定 物のエ 以外の建 合計が３００平方メ
に基づ ネルギ 築物 ートル未満のもの
く建築 ー消費
物エネ 性能の 当該住戸の床面積の ２１，０００円
ルギー 向上に 合計が３００平方メ
消費性 関する ートル以上２，００
能向上 法律第 ０平方メートル未満
計画の ３５条 のもの
認定の 第１項
申請に 各号に 当該住戸の床面積の ４６，０００円
対する 掲げる 合計が２，０００平
審査 基準に 方メートル以上５，

適合し ０００平方メートル
ている 未満のもの
ことを
示す書 当該住戸の床面積の ８１，０００円
類とし 合計が５，０００平
て区長 方メートル以上１万
が定め 平方メートル以内の
るもの もの
が提出
された 一の 住宅部分（建築物のエ 当該部分の床面積の ９，７００円
場合 建築 ネルギー消費性能の向 合計が３００平方メ

物の 上に関する法律第１１ ートル未満のもの
申請 条第１項に規定する住
の場 宅部分をいう。以下同 当該部分の床面積の ２１，０００円
合 じ。） 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ４６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル



未満のもの

当該部分の床面積の ８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

非住宅部分 当該部分の床面積の ９，７００円
合計が３００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の １６，７００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ８０，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ２０１，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

イ ア以 (１) 一戸建ての住宅 当該住宅の床面積の ３４，４００円
外の場 合計が２００平方メ
合 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ３８，４００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ６９，１００円
以外の建 合計が３００平方メ
築物 ートル未満のもの

当該住戸の床面積の １１６，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該住戸の床面積の １９６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該住戸の床面積の ２８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

一の 住宅部分 当該部分の床面積の ６９，１００円
建築 合計が３００平方メ
物の ートル未満のもの
申請
の場 当該部分の床面積の １１６，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの



当該部分の床面積の １９６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

非住宅部 モデル建物 当該部分の床面積の ８７，１００円
分 法による場 合計が３００平方メ

合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の １１０，７００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第１ ートル以上１，００
０条第１号 ０平方メートル未満
イ（２）及 のもの
びロ（２）
に定める基 当該部分の床面積の １４５，７００円
準による場 合計が１，０００平
合 を い 方メートル以上２，
う。１２３ ０００平方メートル
の１０の項 未満のもの
において同
じ。） 当該部分の床面積の ２３５，７００円

合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３０９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３７１，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ４３５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準入力法 当該部分の床面積の ２２７，１００円
等による場 合計が３００平方メ
合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の ２８４，４００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第１ ートル以上１，００
０条第１号 ０平方メートル未満
イ（１）及 のもの
びロ（１）
に定める基 当該部分の床面積の ３６７，１００円
準による場 合計が１，０００平
合 を い 方メートル以上２，
う。１２３ ０００平方メートル
の１０の項 未満のもの
において同
じ。） 当該部分の床面積の ５２３，７００円

合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６４６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ７６３，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ８７１，０００円
合計が２万５，００



０平方メートル以上
のもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 変更
１０ 建 エネル 消費性能の向上に関する法律第３６条第２項において準用する同法第３５条第２項の規定に基づく 認定
築物の ギー消 申出があった場合においては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項 申請
エネル 費性能 又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれ のと
ギー消 向上計 る場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数 き。
費性能 画変更 料を、建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降
の向上 認定申 機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた
に関す 請手数 額）
る法律 料
第３６ ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ３，７００円
条第１ に併せ
項の規 て建築 (２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ６，９００円
定に基 物のエ 以外の建 合計が３００平方メ
づく建 ネルギ 築物 ートル未満のもの
築物エ ー消費
ネルギ 性能の 当該住戸の床面積の １５，０００円
ー消費 向上に 合計が３００平方メ
性能向 関する ートル以上２，００
上計画 法律第 ０平方メートル未満
の変更 ３５条 のもの
の認定 第１項
の申請 各号に 当該住戸の床面積の ３２，０００円
に対す 掲げる 合計が２，０００平
る審査 基準に 方メートル以上５，

適合し ０００平方メートル
ている 未満のもの
ことを
示す書 当該住戸の床面積の ５７，０００円
類とし 合計が５，０００平
て区長 方メートル以上１万
が定め 平方メートル以内の
るもの もの
が提出
された 一の 住宅部分 当該部分の床面積の ６，９００円
場合 建築 合計が３００平方メ

物の ートル未満のもの
申請
の場 当該部分の床面積の １５，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３２，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

非住宅部分 当該部分の床面積の ６，９００円
合計が３００平方メ
ートル未満のもの

当該部分の床面積の １１，８００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １９，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５６，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ９０，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １１３，０００円



合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の １４１，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

イ ア以 (１) 一戸建ての住宅 当該住宅の床面積の ２４，２００円
外の場 合計が２００平方メ
合 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２７，０００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(２) (１) 住戸ごとの申請の場合 当該住戸の床面積の ４８，５００円
以外の建 合計が３００平方メ
築物 ートル未満のもの

当該住戸の床面積の ８１，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該住戸の床面積の １３８，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該住戸の床面積の １９７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

一の 住宅部分 当該部分の床面積の ４８，５００円
建築 合計が３００平方メ
物の ートル未満のもの
申請
の場 当該部分の床面積の ８１，０００円
合 合計が３００平方メ

ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １３８，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １９７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

非住宅部 モデル建物 当該部分の床面積の ６１，１００円
分 法による場 合計が３００平方メ

合 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ７７，６００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １０２，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １６５，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２１６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万



平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２６０，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ３０５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準入力法 当該部分の床面積の １５９，１００円
等による場 合計が３００平方メ
合 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １９９，２００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２５７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３６６，７００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ５３５，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ６１０，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

１２３の 建築物 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額 認定
１１ 建 エネル 申請
築物の ギー消 ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ５，１００円 のと
エネル 費性能 に併せ き。
ギー消 基準適 て建築 (２) (１)以外の 住宅部分 当該部分の床面積の ９，７００円
費性能 合認定 物のエ 建築物 合計が３００平方メ
の向上 申請手 ネルギ ートル未満のもの
に関す 数料 ー消費
る法律 性能の 当該部分の床面積の ２１，０００円
第４１ 向上に 合計が３００平方メ
条第２ 関する ートル以上２，００
項の規 法律第 ０平方メートル未満
定に基 ２条第 のもの
づく建 ３号に
築物エ 規定す 当該部分の床面積の ４６，０００円
ネルギ る建築 合計が２，０００平
ー消費 物エネ 方メートル以上５，
性能基 ルギー ０００平方メートル
準に適 消費性 未満のもの
合して 能基準
いる旨 に適合 当該部分の床面積の ８１，０００円
の認定 してい 合計が５，０００平
の申請 ること 方メートル以上１万
に対す を示す 平方メートル以内の
る審査 書類と もの

して区
長が定 非住宅部分 当該部分の床面積の ９，７００円
めるも 合計が３００平方メ
のが提 ートル未満のもの
出され
た場合 当該部分の床面積の １６，７００円

合計が３００平方メ
ートル以上１，００



０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ８０，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

イ ア以 (１) 一戸建ての 性能基準による場合 当該住宅の床面積の ３４，４００円
外の場 住宅 （建築物エネルギー消 合計が２００平方メ
合 費性能基準等を定める ートル未満のもの

省令第１条第１項第２
号イ（１）（ⅰ）及び 当該住宅の床面積の ３８，４００円
ロ（１）に定める基準 合計が２００平方メ
による場合をいう。） ートル以上１万平方

メートル以内のもの

モデル住宅法による場 当該住宅の床面積の １７，７００円
合（建築物エネルギー 合計が２００平方メ
消費性能基準等を定め ートル未満のもの
る省令第１条第１項第
２号イ（２）（ⅰ）及 当該住宅の床面積の １９，１００円
びロ（２）に定める基 合計が２００平方メ
準に よる場合をい ートル以上１万平方
う。） メートル以内のもの

仕様基準による場合 当該住宅の床面積の １７，７００円
（建築物エネルギー消 合計が２００平方メ
費性能基準等を定める ートル未満のもの
省令第１条第１項第２
号イ （３）及びロ 当該住宅の床面積の １９，１００円
（３）に定める基準に 合計が２００平方メ
よる場合をいう。以下 ートル以上１万平方
同じ。） メートル以内のもの

(２) (１)以外の 住宅部分 性能基準に 当該部分の床面積の ６９，１００円
建築物 よ る 場 合 合計が３００平方メ

（建築物エ ートル未満のもの
ネルギー消
費性能基準 当該部分の床面積の １１６，０００円
等を定める 合計が３００平方メ
省令第１条 ートル以上２，００
第１項第２ ０平方メートル未満
号イ（１） のもの
（ⅰ）若し
くは（ⅱ） 当該部分の床面積の １９６，０００円
及 び ロ 合計が２，０００平
（１）又は 方メートル以上５，
同項第３号 ０００平方メートル
に定める基 未満のもの
準による場
合 を い 当該部分の床面積の ２８１，０００円
う。） 合計が５，０００平

方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

フロア入力 当該部分の床面積の ３３，１００円
法による場 合計が３００平方メ
合（建築物 ートル未満のもの
エネルギー
消費性能基 当該部分の床面積の ５８，０００円
準等を定め 合計が３００平方メ
る省令第１ ートル以上２，００
条第１項第 ０平方メートル未満
２ 号 イ のもの
(２）（ⅱ)
及 び ロ 当該部分の床面積の １０４，０００円
(２）に定 合計が２，０００平



める基準に 方メートル以上５，
よる場合を ０００平方メートル
いう。） 未満のもの

当該部分の床面積の １５７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

仕様基準に 当該部分の床面積の ３３，１００円
よる場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ５８，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １０４，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １５７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル以内の
もの

非住宅部 モデル建物 当該部分の床面積の ８７，１００円
分 法による場 合計が３００平方メ

合 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １１０，７００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １４５，７００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２３５，７００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３０９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３７１，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

標準入力法 当該部分の床面積の ２２７，１００円
等による場 合計が３００平方メ
合 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ２８４，４００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ３６７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５２３，７００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの



当該部分の床面積の ６４６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ７６３，０００円
合計が１万平方メー
トルのもの

別表第１備考９中「第２９条第３項」を「第３４条第３項」に改め、同表備考１

０中「第３１条第１項」を「第３６条第１項」に、「第２９条第３項各号」を「第

３４条第３項各号」に、「第３０条第１項」を「第３５条第１項」に改め、同表備

考１６を同表備考１８とし、同表備考６から同表備考１５までを同表備考８から同

表備考１７までとし、同表備考５の次に次のように加える。

７ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料又は建築物エネルギー

消費性能向上計画変更認定申請手数料について、建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令第１０条第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネ

ルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法によって非住宅部分が

建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべきエネル

ギー消費性能を有することを確かめる場合（１２３の９の項ア及び１２３の

１０の項アの場合を除く。）の手数料の額は、１２３の９の項イ又は１２３

の１０の項イに掲げる標準入力法等による場合とみなして算出した額とする。

別表第１備考５を同表備考６とし、同表備考４を同表備考５とし、同表備考３を

同表備考４とし、同表備考２の次に次のように加える。

３ 建築物エネルギー消費性能適合性判定審査手数料、建築物エネルギー消費

性能適合性判定変更審査手数料、建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微

変更証明申請手数料又は建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料

について、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第１

号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価でき

る方法と認める方法によって非住宅部分が備えるべきエネルギー消費性能を

有することを確かめる場合（１２３の８の２の項ア、１２３の８の３の項ア

及び１２３の８の４の項アの非住宅部分の用途が工場等のみのものの場合並

びに１２３の１１の項アの場合を除く。）の手数料の額は、それぞれ１２３

の８の２の項イ、１２３の８の３の項イ、１２３の８の４の項イ又は１２３



の１１の項イに掲げる標準入力法等による場合とみなして算出した額とする。

附 則

１ この条例は、令和３年６月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 別表第１の１２３の６の項、１２３の７の項、１２３の８の２の項から１

２３の１１の項まで及び備考の改正規定 令和３年４月１日

(２) 別表第１の６４の項、６５の項、６５の３の項、６５の６の項及び６５の

７の項の改正規定 令和３年８月１日

２ この条例の施行の際、現に食品衛生法等の一部を改正する法律（平成３０年法

律第４６号。以下「改正法」という。）第２条の規定による改正前の食品衛生法

（昭和２２年法律第２３３号）第５２条第１項の許可を受けて営業を行っている

者が同条第３項の有効期間の満了日までに行う当該許可に係る営業を継続するた

めの改正法第２条の規定による改正後の食品衛生法（以下「新法」という。）第

５５条第１項の許可（当該営業に係る初回の許可に限る。）に係る申請に係る手

数料の額は、この条例による改正後の杉並区事務手数料条例（以下「新条例」と

いう。）別表第１の２３の項から５４の項までに規定する許可更新申請に係る手

数料の額とする。ただし、その額がこの条例による改正前の杉並区事務手数料条

例（以下「旧条例」という。）別表第１の２３の項から５６の項までに規定する

許可更新申請に係る手数料の額を超える場合は、当該額とする。

３ この条例の施行の日の前日において、現に食品製造業等取締条例を廃止する条

例（令和２年東京都条例第７１号）による廃止前の食品製造業等取締条例（昭和

２８年東京都条例第１１１号）第５条の３第１項又は第２項の許可を受けて営業

を行っている者が令和６年５月３１日までの間に行う当該許可に係る営業を継続

するための新法第５５条第１項の許可（当該営業に係る初回の許可に限る。）に

係る申請に係る手数料の額は、新条例別表第１の２３の項から５４の項までに規

定する許可更新申請に係る手数料の額とする。ただし、その額が旧条例別表第１

の５８の項に規定する許可更新申請に係る手数料の額を超える場合は、当該額と

する。



（提案理由）

食品衛生法等の一部が改正されたこと等に伴い、見直し後の営業許可業種に係る

営業許可申請手数料等を定める等の必要がある。


